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はじめに
こんにちは。国際環境経済研究所の竹内です。
エネルギー、特に電気というインフラは、私たちの生活を支える上で非常に重要なもので

すが、日本では、その電気の確保が非常に脆弱になっています。
そこで今回は発電手法の一つである「原子力に未来はあるか」についてお話しをさせてい

ただきます。

◇原子力利用の必要性とリスク
脱原子力が世界の主流という意見もあ

りますが、エネルギー政策は国によって様々
です。現在原子力発電を利用していてそ
れを廃止すると明確にしているのは、ドイ
ツ、スイスなど数か国です。国際エネル
ギー機関（IAEA）は、温暖化対策の制約
次第で幅が大きいものの、原子力の発電
設備容量は2050年に今の倍以上に増え
るケースもあると予測しています。（資料1）

資料①　「世界の原子力発電予測」（IAEA2017）

出典：一般社団法人日本原子力産業協会HPより
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今後数年間は拡大ペースに鈍化傾向が見られる
ものの、長期的には現在の2倍以上の規模になる
可能性も

資料1　「世界の原子力発電予測」（IAEA2017）
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このような中、日本ではこれからも原子力発電を利用し続けるのかどうかは難しい判断です。
「必要性」と「リスク」をよく比較し、判断しなければなりません。

原子力を利用するに当たって「得られるメリットは何か」、「そのメリットはどこまで大きいのか」、
「他の手段はないのか」等を、一方、「リスクはどのくらい大きいのか」、「どこまで下げられ
るのか」を考え、この比較で、社会として原子力はやめるという判断もあるでしょう。原子力
利用によるメリットを享受するのであれば、それに伴うリスクと向き合い、付き合い方を考え
る必要があります。

原子力発電の意義について、日本のエネルギー政策全体の観点と、立地地域にとっての
意味という観点に分けてお話しします。

まずは「日本のエネルギー政策にとっての原子力発電」です。日本はかつて、安定的に、
かつ安価で輸入できる石油に大きく依存していたため（資料2）、二度のオイルショックによ
り深刻な影響を受けました。

この経験から日本政府は、エネルギーは一つの資源に頼らず、バランスよくさまざまなエネ
ルギー資源を使うことが大切だと痛感し、「天然ガスを燃料にする火力発電」と「原子力発
電」の導入拡大を強力に進めました。再生可能エネルギーや省エネの技術開発支援なども
行いましたが、その成果を得るには時間がかかるので、天然ガス、原子力の拡大に乗り出し
たわけです。その結果、震
災前の2010年頃の電源構
成は、天然ガス火力・石炭火
力・原子力が各約25％、水
力を中心とする再生可能エ
ネルギーが約10％、残りが
石油火力でした。

しかし福島の事故を受け、
全国の原子力発電所が運転
を停止し、代わりに電気をつ
くっているのが火力発電で
す。輸入した化石燃料を燃
やすため、エネルギー自給率や経済性、安定性、発電コスト、環境問題などが悪化している
のが現状です。日本のエネルギーの現状を、3つの観点から見てみましょう。

エネルギー政策における原子力

◇安定供給・安全保障の観点から
エネルギー政策の基本は、安全性（Ｓ）を前提に、エネルギーの安定供給・安全保障（Energy 

security）、経済性（Economy）、環境性（Environment）で「3E」のバランスを取ること
といわれています。
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資料②　電源構成の推移

■原子力発電所の稼働なし　→　電力供給量の約３割が喪失
■水力を除く再エネは7.8％（2016年）＊2.2％→3.2％→4.7％→7.8％と急増（年率26％）
■原子力発電所の代替は火力発電所　→　火力依存度83％（再エネ15％、原子力2％）

（注）10電力の合計発電量の推移。 出典：資源エネルギー庁発刊「電源開発の概要」各社の「電力供給計画」をもとに作成
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資料2　電源構成の推移
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１点目の「安定供給・安全
保障」で重要な指標の一つ
が“エネルギー自給率”です。
日本のエネルギー自給率は、
原子力が稼働していた震災
前は約20％でしたが＊、現在
は約7％まで下がっています。

この備えとして、一つは、
輸入した化石燃料を国内に
備蓄しておくことが考えられ
ますが、備蓄しておくにもコ
ストがかかります。オイルショックの経験から石油は法律で備蓄が義務付けられていて、約半
年分の備蓄があります。しかし天然ガスは長期間の貯留に適さず、国内には2週間分程度し
かありません。もし、ホルムズ海峡で紛争などが生じれば、燃料調達が大きなリスクにさらさ
ねかねません（資料3）。

今後、中国やアフリカ諸国が急速な経済成長を続ける中、世界でエネルギー資源の争奪
戦が確実に起こるだろうとみられており、従って、日本はエネルギー自給率の低い状況を改
善する必要があるのです。一見平穏に見えても、今の日本はかなりのリスクを抱えていると
言えるでしょう。

再生可能エネルギー（太陽光や風力発電など）は、日本に吹く風や日本に照る太陽の光によっ
て、純国産の電気を生み出してくれます。発電するときにCO2も出しませんので、環境性も
優れています。しかし課題はこの次で述べる通り、お値段と発電の変動性（不安定さ）です。
お値段の方はここ数年でだいぶ安くなってきたとはいえ、変動性はどうしようもありません。

なお、日本近海には大量のメタンハイドレートが賦存しているともいわれ、掘削技術開発が
行われています。そうした技術開発の努力が重要で、将来的に実用化する可能性はあると
期待していますが、それがいつになるかはわかりません。不確実なものをエネルギー政策に
織り込むということもできないのです。

＊ 原子力は燃料の備蓄性が高いことから、IEA（国際エネルギー機関）は原子力は準国産エネルギーと定義し、自給率にカウントする
こととしています。

資料④　日本の原油の主要調達先（２０１３年）

出典：資源エネルギー庁　総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第 16回会合）・長期エネルギー需給見通し小委員会（第 1回会合）合同会合 、資料 3

暴力や拘留などを含む海賊行為発生地域
海上におけるチョークポイント

約83％

約81％

約83％中東依存度

※財務省「貿易統計」等より作成
　マラッカ依存度は、マラッカ海峡以西の輸出主要国の率の積み上げ

■我が国の原油調達は中東への依存度が高く、輸送にあたっては、ホルムズ海峡・マラッカ海峡等を通過して輸入している。
〈主要調達先からの輸入状況 ※数字は輸入量に占める割合〉

中東依存度：約83％ ホルムズ依存度：約81％ マラッカ依存度：約83％

〈過去の供給途絶事例〉
・第一次石油危機（1973年10月）：OAPECが原油の生産削減及び一部非友好国への石油禁輸（6ヶ月間）を実施。最大430万b/dの原油供給が途絶。
・第二次石油危機（1978年11月）：イラン革命で最大560万b/dの原油供給が途絶。
・湾岸戦争（1990年8月）：イラクによるクウェート侵攻により、両国合計で最大430万b/dの原油供給が途絶。
・イラク戦争（2003年3月）：イラク原油において、最大230万b/dの供給が途絶（1～2ヶ月）。
・リビア、イエメンにおける政変（2010年12月）：両国合計で最大170万b/dの原油供給が途絶。

イラク（1.8％）イラク（1.8％）

サウジアラビア（31.8％）サウジアラビア（31.8％）

オマーン（2.1％）オマーン（2.1％）

カタール（12.7％）カタール（12.7％）
UAE（22.7％）UAE（22.7％） マラッカ海峡ホルムズ海峡

資料3　日本の原油の主要調達先（2013年）
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◇経済性の観点から
次に、「経済性」です。

・電気料金
日本の電気料金は、2016年度時点で

は震災前と比べ家庭用は約10％、産業
用は約14％高い状況です（資料4）。

その理由は二つあります。一つ目は震
災後、それまで25％強の電力をまかなっ
ていた原子力を停止し、代わりに火力発
電を稼働させているため、化石燃料の輸
入が増加したからです。火力発電の燃料費は2013年度には3.6兆円も増えました。これは
1日当たり約100億円、1秒当たり約10万円、国民一人当たりで計算をすると年間約3万円
にもなります。輸入量が増えたことだけではなく、原油価格や為替の影響もありますが、どん
な状況であっても化石燃料に頼らざるを得なかったわけです。

二つ目の理由は、再生可能エネルギーの普及に伴うコストを、国民が電気料金に乗せて負
担していることです。

再生可能エネルギーは、日本に吹く風、日本に照る太陽の光で電気をつくるので純国産エ
ネルギーであり、発電時にCO2も出さないなど良い点がたくさんありますが、マイナスの面
もあります。それは、稼働率が低いこと、そしてお天気次第ということです。

お天気はコントロールができないため、
太陽光や風力発電の発電量が振れるの
を他の発電でカバーしなければなりませ
ん。、再生可能エネルギーの設置に適し
た、人の住んでいない土地の安いエリア
から、消費地まで電気を運ぶための送電
線等に対する追加のコストも必要です。

震災当時の再生可能エネルギーによ
る発電は1～2％程度でしたが、震災の
翌年、再生可能エネルギーの電気を固
定価格で買い取る制度が導入され、再エネの設備の量自体は急速に伸びてきました（資料5）。

その結果、私たちの家庭や企業が電気料金に乗せて負担している、「賦課金」の額もかな
り大きくなってきています（資料⑧）。現状、年間2兆円強ですが、毎年増加を続けており、
最終的には数十兆円という額に膨らむと予想されています。
・原子力発電のコスト

なお、原子力発電のコストですが、「福島事故の廃炉・賠償・除染等で22兆円も必要なのだ
し、廃棄物の処理や研究開発コストも莫大。安いはずがない」と言われます。原子力の最終
的な価値は、私は、安全保障にあると考えていますが、これまで原子力推進の大きな理由が
単純に「安価な電力の供給」と説明されてきたこともあり、その意義が怪しくなったのであれ
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資料⑥　大手電力の電気料金推移（電灯・電力）

出典：電力需要実績確報（電気事業連合会）各電力会社決算資料等を基に作成

（円／kWh）

■2010年度と16年度を比較すると、家庭向け電気料金（電灯料金）の平均単価は約10％、
　工場・オフィス等の産業向け電気料金（電力料金）の平均単価は約14％上昇
■他方、2014年後半以降の大幅な原油価格の下落等により、2016年度は2年前の2014年度と比較
　して、家庭向け電気料金の平均単価は約15％、産業向け電気料金の平均単価は約24％低下

資料4　大手電力の電気料金推移（電灯・電力）

資料⑧　固定価格買取制度導入後の賦課金等の推移

出典：経済産業省 第30回調達価格等算定委員会 資料1

2012年度
（57円/月）
標準家庭
月額負担額

0.22
円/kWh

2013年度
（91円/月）

0.35
円/kWh
約4,800億円

2014年度
（195円/月）

0.75
円/kWh
約9,000億円

（約6,500億円）

2015年度
（410円/月）

1.58
円/kWh

約1兆8,400億円

（約1兆3,200億円）

2016年度
（585円/月）

2017年度
（686円/月）

2030年度

2.64
円/kWh

2.25
円/kWh

賦課金
単価

買取費用

エネルギーミックス
における
FIT買取費用

3.7兆円～4.0兆円

エネルギーミックス
における
FIT買取費用

3.7兆円～4.0兆円

約2兆3,000億円

約2兆7,045億円

（約1兆8,000億円）

（賦課金）
（約2兆1,404億円）

（約3,300億円）

資料5　固定価格買取制度導入後の賦課金等の推移
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ばそもそも原子力発電を続けるべきではないと考える方が多いのも当然です。
原子力発電のお値段を

議論するにあたっては既設
と新設に分けて考える必
要があります。

既設で減価償却が終了
している場合は、基本的
に、運転維持費と燃料費が
主なコストなので原子力は
圧倒的に安くなります。１
キロワットアワー分の燃料
費は、火力発電の８～９円
に対し、原子力発電は１.５
円と安いからです（資料6）。安全対策コストの上昇や、あとどれくらいの期間発電所を稼働
させるか、賠償制度の変更なども影響しますので、既存の原子力発電のコストも上昇してい
るのは確かですが、発電コストに大きな影響を与える燃料費について言えば圧倒的に原子力
は安いのです。

一方、新設の場合、建設に5,000～6,000億円程度かかります。これは火力発電の3-4倍
です。建設にかかる初期投資が莫大なので、調達する資金の金利が事業性に大きく影響す
るのです。住宅ローンを組んだことがあれば、金利のわずかな違いが、返すお金にいかに大
きな影響を与えるか実感されたと思います。以前は総括原価方式によって電気料金による回
収が担保され、低金利で資金調達ができましたが、電力自由化によって、将来いくらで電気
が売れるのか、そもそもその発電所で作った電気が売れるのかがわからなくなりました。その
ため、資金を提供する側からすればリスクが高まることになるので、「高い金利でなければ貸
せないよ」ということになり、資金調達コストが膨れ上がることになります。いま欧米など諸
外国で原子力の新規建設コストが膨らんでいる一つの大きな要因は、実はこの資金調達コス
トです。

また、設備利用率
も発電コストに大きく
影響を与えます。安
全基準の見直しに対
応するのは当然です
が、地元合意を得る
のに時間がかかる、
あるいは、訴訟によっ
て稼働が停止すると
いったことが続けば、
当然原子力発電がそ

資料⑨　各電源ごとの発電単価（日本）

■再生可能エネルギーは、2014年時点では水力、地熱を除き、従来型電源（原子力、石炭、LNG）に比べてコストが高い
■太陽光だけは2030年には大幅にコストが下がると見込まれている
■原子力は政策経費（立地交付金等）、事故リスクやバックエンドコストもコスト計上。廃炉・賠償費用等が1兆円増えると、0.04円/kWhコスト増

出典：資源エネルギー庁　総合資源エネルギー調査会　基本政策分科会 長期エネルギー需給見通し小委員会　発電コスト検証ワーキンググループ　資料 1
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3.93.9
0.40.4

4.24.2

21.021.0

1.61.6

14.114.1

3.53.5

2.32.3
0.20.2

5.15.1

5.95.9
7.47.4

10.110.1

3.03.0

5.35.3

0.60.6

10.010.0

1.81.8
0.020.02

1.71.7
5.15.1

4.04.0
0.040.04

0.60.6
3.33.3
1.51.5
0.3～0.3～
1.51.5

2.12.1 1.01.0

12.112.1
5.85.8 8.58.5 7.67.6 9.59.5

3.03.0 2.12.1
3.8～
11.4
3.8～
11.4

17.917.9
23.923.9

1.11.1 2.22.2
2.32.3

24.7～
30.1
24.7～
30.1

2.52.5
0.030.03

熱価値
控除

（7.7～9.3）

熱価値
控除

（7.7～9.3）

熱価値
控除

（6.3～7.0）

熱価値
控除

（6.3～7.0）

1.71.7

15.6～
17.5
15.6～
17.5

1.61.6
0.030.03

3.43.4
2.12.1

3.03.0
3.33.3

2.6～
7.7
2.6～
7.7

21.721.7

2.52.5
0.010.01

1.71.7
5.55.5

2.92.9
0.40.4

4.24.2

21.021.0

1.61.6

14.114.1

3.53.5

12.812.8

2.82.8

2.32.3
0.20.2

5.15.1

6.06.03.43.4

6.06.0

0.60.6

10.810.8

1.31.3
0.020.02

1.71.7
5.55.5
3.03.0
0.040.04

0.60.6
3.33.3
1.51.5
0.3～0.3～
1.31.3

追加的安全
対策費

事故リスク
対応費

運転維持費

政策経費

凡例

燃料費
CO2対策費

原子力 石炭
火力

LNG
火力

風力
（陸上）

地熱 一般
水力

小水力
（80万円/kW）

小水力
（100万円/kW）

バイオマス
（専燃）

バイオマス
（混燃）

石油
火力

太陽光
（メガ）

太陽光
（住宅）

ガス
コジェネ

石油
コジェネ

原子力 石炭
火力

LNG
火力

風力
（陸上）

風力
（洋上）

地熱 一般
水力

小水力
（80万円/kW）

小水力
（100万円/kW）

バイオマス
（専燃）

バイオマス
（混燃）

石油
火力

太陽光
（メガ）

太陽光
（住宅）

ガス
コジェネ

石油
コジェネ

2014年度の発電コスト試算結果

2030年度の発電コスト試算結果

熱価値
控除

（9.0～10.5）

熱価値
控除

（9.0～10.5）

熱価値
控除

（5.9～6.5）

熱価値
控除

（5.9～6.5）

資料6　各電源ごとの発電単価（日本）

資料⑩　原子力発電のコスト試算

▶2014年モデルプラント 割引率3％　稼働率70％　10.1円～/kWh
 割引率5％   稼働率70％　11.1円～/kWh
 割引率5％　稼働率60％　12.5円～/kWh

9.9%

原子力発電コスト
10.1円～/kWh

※設備容量120万kw、稼働率70％、 割引率３％、
　稼働年数40年のプラントを想定。
※稼働率は60％・70％・80％、割引率は、０・１・３・ ５％、
　稼働年数は40年・60年の複数ケースで試算

23.7% 

社
会
的
費
用

発
電
原
価

事故リスク対応費用 0.3円～事故リスク対応費用 0.3円～
政策経費 1.3円政策経費 1.3円

核燃料サイクル費用 1.5円核燃料サイクル費用 1.5円
追加的安全対策費 0.6円追加的安全対策費 0.6円

運転維持費 3.3円運転維持費 3.3円

資本費 3.1円資本費 3.1円

事故リスク対応費用 (0.3円～/kWh)
・福島原発事故による事故対応費用を、約12.2兆円と想定し、出力規模等により約9.1兆円に補正
・前回の共済方式を踏襲しつつ、追加安全対策の効果を反映し、4,000炉・年に設定
　（ただし今後、追加的安全対策全体の効果が明らかになれば低減する可能性あり）
・損害費用は増える可能性があるため、下限を提示。廃炉・賠償費用等が１兆円増えると0.04円/kWh増加

政策経費 (1.3円/kWh)
・立地交付金（約1,300億円/年）、もんじゅ等の研究開発費（約1,300億円/年）を含めた約3,450億円を反映。
※2014年度予算ベース

核燃料サイクル費用 (1.5円/kWh)
・使用済燃料の半分を20年貯蔵後に再処理し、残りの半分を45年貯蔵後に再処理するモデル
・フロントエンド0.9円、バックエンド0.6円（再処理：0.5円、高レベル廃棄物：0.04円）を含む

追加的安全対策費 (0.6円/kWh)
・新規制基準に基づく、追加的安全対策費を追加。モデルプラントとして計上すべき費用を精査し601億円を
計上（追加的安全対策の実施状況により増減の可能性あり）

運転維持費 (3.3円/kWh)
・人件費20.5億円/年、修繕費2.2％（建設費比例）、諸費84.4億円/年、業務分担費

資本費 (3.1円/kWh)
・建設費37万円/kW（4,400億円/1基）、固定資産税1.4％、廃止措置費用716億円を反映

資料7　原子力発電のコスト試算
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立地地域にとっての原子力
原子力は放射性廃棄物の処分場所が決まっていないことや、事故が起きた場合に広範か

つ長期にわたる被害をもたらすという重大な欠点がある一方、エネルギー政策の基本となる
「3E」のいずれの観点からもメリットを持っています。

資源のない日本において、エネルギー安全保障上の価値は特に高く、今後、環境性は益々
重要になりますので、わが国のエネルギー政策の観点から考えれば、少なくとも今後20～30
年は原子力発電無しでやっていくのは厳しい、他のリスクを高めてしまうのではないかと思い
ます。

ただ、国にとって必要だから特定の地域の方々が我慢する必要があるのでしょうか？

の生涯で発電する電気の総量が減ります。建設費は変わりませんから、1kWhの電気を作る
コストとしては上振れする可能性があります。

このように、新設の場合のコストは割引率（≒利子）と稼働率によって大きく影響を受ける
ので（資料7）、「原子力発電で作る電気は安いのか？」という問いに正確に答えるなら、「原
子力発電は、条件を整えれば国民に安い電気を供給できる電源」ということになります。

その条件整備のためには、コスト構造やエネルギー安全保障における原子力の役割を社
会が共有して、事業環境を整えることに理解を得る必要があります。

まずは、リスクに対してどう向き合い、どのような安全対策が進められているのかを国民に
伝え、社会からの信頼を得られるように努力を重ねる必要があると思います。

◇環境性
日本のエネルギー政策の基本である3Eの最後は「環境性」です。地球温暖化は人類が直

面する非常に大きな課題です。
産業革命前（1880年頃）と比較して、世界の平均気温は0.85℃上昇したとされています。

その原因が100％解明されているわけではありませんが、人類がエネルギーを大量に消費し
て、それに伴って温室効果ガスを排出していることにある可能性が非常に高いとされています。
このままいくと、2100年頃に4℃以上上昇している可能性もあり、そうなると熱中症による
死者や大雨等による自然災害の増加が起きると懸念されています。

日本では震災後、CO2の排出量が大幅に増えました。発電分野において、CO2を出さな
い原子力を止めて化石燃料を燃やす火力発電をフル稼働させたからですが、2013年をピー
クに省エネが定着したこともあり全体でのCO2排出量は減少傾向を維持しています。ただ、
わが国が国連の定めたパリ協定の下に提出している目標は、「2030年には2013年と比べ
て26％の温室効果ガス排出を削減」、「2050年には80％を削減」ということですので、現
状の省エネの積み重ねでこの目標を達成することは非常に厳しいと言えるでしょう。

◇地域にとっての必要性
さまざまな考え方や分析があるかと思いますが、重要なのは地域に住む方の満足度ではな

いかと思います。これまでも原子力立地地域には、雇用や税金など経済的メリットがあったわ
けですが、その使われ方が本当に地域の方たちのためになっていたかを見直す必要がある
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のではないでしょうか。今後は、いま地域が直面する課題に対して原子力発電所がどう貢献
するかを議論しなおし直す必要があると思っています。

例えば発電電力量に応じて地域に税収がもたらされる仕組みによって、地域の防災対策に
活用することも検討に値すると考えます。福島原子力事故をきっかけに原子力防災の制度が
見直されていますが、原子力災害に強い自治体は、その他の自然災害に対しても強いはず
です。高齢化や人口減少が進む地域であっても、災害に対して強靭な地域を作ることに原子
力も貢献できるのではないでしょうか？あるいはもっとシンプルに、地元地域に安価な電気を
供給することも地域への「見える貢献」になるでしょう。製造業はもちろんですが、例えばデー
タセンターのように大量に電力を消費する産業の誘致に好影響を与える可能性もあるでしょう。
社会の変化を見据えて、「どう貢献するか」を地域の方と原子力事業者が一緒に議論するこ
ともあってもいいかもしれません。

◇原子力利用のリスクと安全性向上
わが国は原子力について「依存度を可能な限り低減しつつ、当面利用を継続する」としま

した。これは、原子力の利用には、エネルギーの安定供給や安全保障、経済性、環境性など
総合的に勘案して、続けるメリットがあるという判断だろうと思います。

しかしこれは、原子力の安全性をどこまで高められるかとの比較で判断されるべき問題です。
ではその安全目標をどう設定するのか、どのくらい安全なら十分安全といえるのか。これは「安
全目標」といわれるものですが、実は食品安全でも航空事業でも、リスクはゼロにはできな
いのだからどの程度安全であれば十分安全と言えるのかという目標を定め、それを満たすよ
うに基準を定めていくものです。しかし原子力については、冷静な議論が難しいということか
らこの安全目標の議論が十分に尽くされていないのです。もし原子力の利用を当面継続する
ということであれば、こうした議論も進めるべきだと私は思います。

福島の事故後、安全の基準は大幅に厳しくなり、様々な事故への対策も求められています。
こうした安全対策によって、原子力発電所の安全性が飛躍的に高まったことは事実ですが、
大切なのはその状態を維持・向上させていく努力、姿勢を継続していくことです。原子力の
利用に伴うリスクを継続的に低減していくためには次の4つの視点が必要だと考えています。

一つ目は「自主的安全性向上の枠組みの構築」です。基準をクリアすることはゴールでは
なく、スタート地点であるという認識を、原子力発電事業者の方たちが持つ必要があります。トッ
プから現場までこの意識を共有し、安全性の維持・向上に向けた努力を継続し、さらにその努
力が評価される仕組みを制度として担保しなければなりません。

二つ目は「安全規制の適正化」です。「安全目標」を社会で共有するために、国の規制機
関が国民的な議論をリードしてほしいと思います。震災後の安全規制見直しは、ある意味作
りながらだったので仕方のない部分もありましたが、基本的にはどこまで対策が求められるの
かがわからないという不安定な状況に事業者を置くということは、行政としていかがかと思い
ますし、安全性を高める観点からも良くないと懸念しています。

三つ目は「原子力災害発生後の対応能力の向上」です。さまざまな安全対策を実施しても
なお、原子力災害は発生すると想定し、国や自治体は地域住民や事業者と協働して防災計
画や避難計画の実効性向上に取り組むことが必要です。リスクはゼロではないわけですから。
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おわりに～参画意識で受容リスクを見極める～
私たち国民も、理解しようとする姿勢と参画意識が求められると思います。安心は誰かか

ら与えられるものではなく、自らが意思決定のプロセスに参画することで初めて得られるもの
だと思うからです。

私たちは今後、原子力を利用してメリットを享受するのか、原子力のリスクから解放される
代わりに他のリスクを受容するのか、判断することが求められています。これは原子力に限っ
たことではなく、様々な技術の利用にリスクとメリットの比較衡量が伴うわけです。今日のお
話が、原子力発電も含めて様々な技術のリスクとメリットを客観的に評価し、日本の将来のエ
ネルギーについて考えていただくきっかけとなれば、幸いです。

また、原子力損害賠償制度の見直しも必要です。
四つ目は「信頼感の構築」です。「安心」とは「安全」を担っている者への信頼感に尽きま

す。事業者や規制機関などには、透明性のある情報を分かりやすく発信していただきたいと
考えます。
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